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 2020 年から始まったコロナ禍では、ウィ

ルスやワクチンに関する虚偽情報や誤情

報が社会を混乱させた。2020 年初頭から始

まったコロナ禍でも、多くの虚偽情報が流

れた。「中国からの物流が途絶えてトイレ

ットペーパーが不足する」とか「ワクチン

を接種すると２年後に死亡する、動物実験

のマウスも２年以内に死んだ」などのデマ

を耳にした方も多いであろう。 

新しい感染症に直面した時のように、

「何が正しいのか」がわかりにくい状況で

は、客観的な事実よりも感情に基づく言説

が力を持ちやすくなってしまう。虚偽情報

や誤情報に惑わされないための方法の１

つは、正しい知識を持つことである。例え

ば、「日本のトイレットペーパーはほぼ国

産品である」「実験用マウスの寿命は約２

年である」ということを知っていれば、上

記のような虚偽情報には騙されにくくな

るだろう。（ただし、巧妙な虚偽情報は「一

部、事実を含んでいる」ことに注意する必

要がある。） 

感染症に関する情報だけではない。2016

年のアメリカ大統領選における「ピザゲー

ト」事件１のように、虚偽情報はときに政局

にも影響しうる。 

本稿では、虚偽情報や誤情報（あるいは

いわゆるフェイクニュース）があふれる現

代社会において、情報の判断基準となりう

る有権者の「知識」がどのように獲得され

るのか、「知識」があれば私たちは誤情報か

ら自由になれるのか、主に政治的知識に関

する研究のレビューから問い直していき

たい。 

 

１． 有権者の政治的知識と「民主政治のパ 

ラドックス」 

 有権者の政治的知識について、これまで

研究者たちが報告してきた知見をまとめ

るならば、「有権者の政治的知識の水準は

総じて低い」ということになろう。アメリ

カ に お け る 古 典 的 な 研 究 と し て 、

Converse(1964)の例がある。1956 年から２

年ごと３回にわたるパネル調査を実施し

た結果、一部の高関心層や政治的エリート

を除き、多くの回答者の政治的知識は乏し

く、態度も不安定で、争点態度をイデオロ

ギー的に一貫した形で関連付けることも

できていなかった。過去の調査結果をレビ

ューした Delli Carpini & Keeter(1996)によれ

ば、アメリカ人の政治的知識は各分野にわ

たって低水準であり、（出版当時から）過去

40 年以上にわたってほとんど改善がみら

れていなかったという。大統領の名前や時

のニュースで取り上げられている話題は

ともかく、政治家や政党の立ち位置、統治

機構などのことになると正解率が下がる

のである。Neuman(1986)は、民主政治の担

い手であるはずの市民が政治的知識や関

心に乏しいことを「大衆政治のパラドック

ス」と呼んでいる。 

 もちろん、忙しい日常の中で、有権者が

わざわざ時間や手間を費やしてまで政治

に関心を払わないのは不思議ではない。問

題は、政治的知識の格差が、社会的な格差

に結び付く可能性があるということであ
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る。例えば、Delli Carpini & Keeter(1996)は、

所得や学歴、性別などによって政治的知識

が異なることを指摘している。特に「豊か

な白人男性」と「貧しい黒人女性」の間の

政治的知識の量は大きな差があったとい

う。 

 現代でも、社会経済的地位と政治的知識

の関連は存在している（例として Morris 

and Morris 2017）。なかでも女性は男性に比

べて政治的知識が少ないというジェンダ

ーギャップは繰り返し見出されてきた。そ

の理由として、学歴の差(Dow 2009)や、若

年期の政治的社会化の影響（Dassonneville 

and McAllister, 2018)が指摘されている。性

別（男性の方が知識がある）や学歴が政治

的知識に有意な効果を示すという知見は、

日本でも報告されている（今井 2008）。 

 

２．有権者は「無知」なのか 

 政治的知識を問う設問への正解率が低

い（少なくとも期待されているほどには高

くない）ということは事実としても、有権

者が民主主義の担い手としてふさわしく

ないほど無知なのか、となると議論はわか

れる。 

 第一の論点は、質問紙などで政治的知識

を測定することの難しさである。「わから

ない」という選択肢があると不正解率が増

える(Sturgis, Allum, and Smith, 2008)、ある

いは、わずかでも報酬があると正解率が増

える（Prior and Lupia, 2008）といった知見

は、回答者のモチベーションによって正解

率が変動することを意味している。実際、

女性はジェンダー問題の知識が多い、アフ

リカ系は人種問題の知識が多い、など、関

与の高い争点では知識が多くなるといっ

た社会的属性の影響は（Delli Carpini and 

Keeter,1996）、自分にとって重要な問題で

あれば政治的知識は獲得されるというこ

とを示唆しているといえよう。 

 一般的な政治的知識の少ない有権者も、

関与の高い問題については、争点知識だけ

でなく、ほかの争点と関連付けたイデオロ

ギー的思考もできるようになる可能性が

ある。安野（2016）は、ウェブ調査（2012

年３月実施）の回答者を政治的知識項目の

得点で２群に分け、「外国人参政権」と「原

子力発電所の再稼働」という２つの争点に

ついて、イデオロギー自己定位との関連を

検討した。前者はリベラルほど「賛成」、後

者は保守ほど「賛成」であることが予測さ

れる争点である。その結果、外国人参政権

については、政治知識が多い群でのみ、争

点態度とイデオロギーとの関連がみられ

たが、原発再稼働については、政治的知識

が多い群も少ない群も同様に、イデオロギ

ーと争点態度との関連が確認された。原発

については、2012 年の調査当時、日本国民

の多くが強い危機感を感じていた問題で

ある。この結果は、関与の高い争点につい

ては、政治的知識による思考の違いが出に

くくなるということを示している。 

 第二の論点は、政治的知識が不足してい

ても、政治的な意思決定自体は可能なので

はないかというものである。過去には

（1990 年代以降）、有権者が様々なヒュー

リスティック（直観的・簡便な判断方略）

を用いて、政治的知識の不足を補う判断を

していることを示す研究結果が多く報告

された。たとえば、Sniderman, Brody, and 

Tetlock(1991)は、政治的知識が少ない人で

も、特定の社会集団（「リベラル派」や「保

守派」など）に対する好き嫌いの感情を手

掛かりに、政治的態度を決めることができ

ると指摘している。 

 とはいえ、ヒューリスティックによる判 
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断は、十分に情報がある状態での意思決定 

と同じ結果は保証しない（完全なショート

カット＝近道ではない）ことには注意する 

必要がある（Bartels,1996）。大統領選を模 

した実験によって有権者の情報探索過程

を追跡した Lau and Redrawk(2006)によれ

ば、一部の情報だけを用いたヒューリステ

ィックによって効率的な判断ができるの

は、元々政治知識のある回答者のみである

という。政治知識の少ない回答者の場合は、

ヒューリスティックを利⽤することで、む

しろ「正しい投票」（＝全ての情報を提⽰し

た後での決定）の確率をかえって低下させ

てしまうというのである。 

 これらの知見を踏まえると、次のように

言えるだろう。関心も知識もないトピック

について、「簡単に」はともかく「適切な」

判断を下すことは、結局のところ難しいと

言わざるを得ない。一方で、自分にとって

重要な争点ならば、政治に関する広い知識

がない有権者でも、知識がある有権者と同

様に、熟慮した判断ができる。 

 しかし同時に次のような疑問も出てく

る。有権者は、自分にとって重要な争点を

きちんと見分けることができているのだ

ろうか。伝統的なマスメディアが衰退した

社会で、ネット動画やソーシャルメディア

のフィルターバブル２の中にある私たちは、

必要な政治的情報に接触できているのだ

ろうか。次に、現代のネット情報社会が有

権者の政治的知識にもたらした変化につ

いて論じたい。 

 

３．政治的知識の情報源 

 政治的知識の次元には、「制度など、統治

の仕組みに関する知識」、「政治の歴史に関

する知識」「政党政治の動向に関する知識」、

「政治的リーダーに関する知識」などがあ

ることが指摘されている（Delli Carpini & 

Keeter,1996; 今井,2008）。このうち、制度的

な知識や、歴史的な知識が主に学校教育で

獲得されるのに対し（学校教育の効果につ

いては Galston,2001 も参照）、現在の政治

の動向や政治家などに関する情報は、ニュ

ースメディア（伝統的なメディア、ネット

メディア）や選挙キャンペーンが主要な情

報源と考えられる（Popkin,1991;境家,2006)。 

 政治的知識の獲得に効果的なのは、どの

ようなメディアであろうか。ネットが普及

する以前の研究ではしばしば、新聞とテレ

ビ（地上波・ケーブルテレビ）との比較が

目立っていた。例えば、Neuman, Just and 

Crigler(1992)は、政治関心が高い層は新聞、

政治関心が低い層はテレビを情報源とし

ていたことを報告している。また、比較的

近年の日本の研究では、政治的知識と新聞

接触との関連が見られた一方、テレビニュ

ース接触はどの次元の政治的知識にも関

連していなかったという知見が報告され

ている(今井 2008)。 

 こうした違いは、テレビや新聞といった

媒体そのものに起因するのではなく、「興

味のある情報だけに接する」ことが可能か

どうかによるものである。テレビの視聴者

を、ニュース志向の強いタイプと娯楽志向

の強いタイプ（およびその中間型）に分類

した場合、娯楽志向の強いタイプは、ケー

ブルテレビがある（すなわち見たい情報を

選択しやすい）環境では、政治的知識がよ

り乏しくなるという報告がある(Prior 2007)。

つまり、娯楽志向が強いタイプの視聴者は、

娯楽番組を多く選べる環境になると政治

情報に触れる機会が少なくなるのである。 

 近年ではオンラインニュースがテレビ

ニュースと並ぶ主要な情報源となってい

るが、インターネットが普及した現在の情
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報環境は、ケーブルテレビ時代以上に選択

性が高い。インターネットがもたらす選択

性の高い情報環境では、政治的知識の格差

が拡大する可能性も危惧される。ただしオ

ンラインニュースそのものは政治的知識

にプラスの効果を持っており（宮田・安野・

市川, 2014）、Yahoo!のようなポータルサイ

トのニュースは、娯楽志向の視聴者にも政

治的知識を提供する効果がある(Kobayashi 

and Inamasu, 2015)。ソーシャルメディアへ

の接触自体は、政治的知識に効果がない、

あるいはマイナスの効果を持つという報

告もあるが（van Erkel and van Aelst,2021）、

身近な人との政治的会話（特にネットワー

クサイズと会話の頻度）が政治的知識に正

の効果を持つというメタ分析の知見

（Amsalem, and Nir, 2021)を踏まえると、ソ

ーシャルメディアなどで他者の意見に触

れることが政治的学習の場になることも

考えられる。 

 

４．政治的知識と分極化 

 インターネットによる選択性の高い情

報環境では、知識の「量」の格差だけでな

く、「持っている情報の分断」の違いがもた

らす分極化も懸念される。 

 ネット社会では、自分の態度に合致した

情報にばかり接する（自分の意見を「こだ

ま」のように聞く）「エコーチェンバー(echo 

chambers) 」状態になるおそれがある 

(Sunstein,2009)。もちろん、こうした情報の

ゆがみは、ネット社会以前から指摘はされ

てきた。例えば、Jamieson and Capella (2008)

は、保守的な視聴者がタカ派の Rush 

Limbaugh によるラジオトークショーを聴

取することで、更に保守派に傾いていくと

いう効果を検証している。しかし、インタ

ーネットの発展により、情報量と選択の機

会はかつてないほど増大した。その結果、

「自分の見たいものだけを見る」情報接触

のバイアスはますます強まり、それが社会

の分断を招いているようにもみえる。 

 こうした情報の偏りは、知識がある層で

も起きうる。あるいは、関与や情報欲求が

高いからこそ、情報が偏る場合もあるとも

いえる。実際、Iyengar & Westwood (2015)は、

一般の有権者以上に、政治家や政党支持者

の間で「極化」「先鋭化」が進んでいること

を指摘している。また、Pew Research Center

は、アメリカの有権者のイデオロギーが、

1994 年から 2010 年代にかけて分極化して

いること、とくに政治的にアクティブな層

でこの傾向がより顕著であることを報告

している３。  

 近年、政治的態度の分極化が進んでいる

という指摘はおおむね事実とみなされて

いるが、分極化の程度が現実以上に過大評

価されているという議論もある。Westfall, 

Van Boven, Chambers and Judd (2015)によれ

ば、①政党帰属意識が強く、②比較的極化

された意見を持つ人、また③「敵対」して

いる政党の態度を評価するときに、極化の

過大推測が起きやすいという。 

   

５．虚偽情報や誤情報にどう向き合うか 

知識がある人でも客観的な判断ができ

るとも言い切れず、むしろ選択性の高い情

報環境では、より極端になっていく可能性

があるのであれば、虚偽情報がはびこる現

代社会を、私たちはどのようにわたってい

くべきなのだろうか。 

 一つの可能な対策は、「目を引く情報、繰

り返し接触する情報に注意する」というこ

とが挙げられるだろう。私たちの認知シス

テムでは、処理しやすい情報（わかりやす

い情報）は正しいと思われやすいという傾
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向がある。その理由は、繰り返し接触する

ことで、認知的な流暢さが高まり、情報処

理がなされやすくなるためと考えられる

（Hasher and Goldstein,1977）。その結果、

たとえ知識がある人でも、虚偽情報に繰り

返し接触すると、それが真実であるかのよ

うに見えやすくなってしまう。ネット上で

（あるいは現実世界でも）虚偽を拡散する

テクニックとして、「根拠がなくても繰り

返し述べる」ということがあるが、これも

そうした効果を狙ってのことである。困っ

たことに、この「幻想の事実(illusory truth)」

効果はかなり強力で、正しい知識を持って

いる人でさえも騙されてしまうという

（Fazio et al.2015）。 

 しかし、メッセージを受け取る際に「正

しいかどうか」に注意するようにすると、

こうした「幻想の事実」に騙されにくくな

るという研究がある。Brashiera らは、実験

参加者に「興味深さ」を評定させた場合と、

「正しさ」を評定させた場合とでは、後者

の方が虚偽情報に騙されにくくなるとい

う知見を得ている(Bashiera, et al.2020)。 

 デマや流言は昔からあった現象だが、近

年のネット社会では、意図的な虚偽情報を

大量に流すことが容易になっている。また、

検索・閲覧履歴から関連情報が自動的に提

示される（いわゆるフィルターバブル）こ

とで、「幻想の真実」効果も生じやすくなる

ことが考えられる。特に虚偽情報の拡散で

利益を得ている人たちは、様々なテクニッ

クを駆使していることに注意する必要が

あるだろう。 

 最後に、本稿の結論をまとめるならば、

次のようになる。私たち有権者の政治的知

識はあまり豊かとはいいがたい上、忙しい

日々の中で政治や社会に関する情報を収

集・吟味することは難しい。しかも選択性

の高い情報環境では、知ろうとするほど極

端に偏っていく可能性もある。繰り返し接

触させて、注目を集めよう（ときには騙そ

う）とする情報さえ出てくる。常に正しい

判断をすることは困難ではあるが、「目の

前の情報が正しいかどうか」を考えること

で、「まし」な判断ができるようになるので

はないだろうか。もちろん、正しい知識の

共有を目指す努力は怠ってはならないが。 

 

（注） 

１ 2016 年アメリカ合衆国大統領選挙の際、ヒラ 

リー・クリントン候補の関係者が人身売買や児 

童性的虐待に関わっているという虚偽情報の 

流布とそのデマによって発生した銃撃事件。 

２ 総務省の情報通信白書では、「アルゴリズム 

がネット利用者個人の検索履歴やクリック履 

歴を分析し学習することで、個々のユーザー 

にとっては望むと望まざるとにかかわらず見 

たい情報が優先的に表示され、利用者の観点 

に合わない情報からは隔離され、自身の考え 

方や価値観の「バブル（泡）」の中に孤立する 

という情報環境を指す」と定義している。 

３ https://www.pewresearch.org/politics/interacti 

ves/political-polarization-1994-2017/ 
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